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4.医療提供体制確保に向けた取組

社会保障制度を取り巻く状況の変化について

○ 現在の社会保障制度を取り巻く状況は1960～ 70年代当時から大きく変化している。

① 雇用基盤の変化(就労形態の多様化)

② 家族形態の変化(単身高齢世帯の増加、離婚の増加に伴うひとり親世帯の増加)

③ 地域基盤の変化鰭「市化と過疎化の同時進行、地域コミュニティの弱体化、人口減少社会到来)

④ 生活・リスク形態の変化(社会的ストレスの増大、自殺、うつ等の増加)
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I社会情勢の変化に対応し、これまで、年金、医療、福祉など制度ごとに対応を実施してきたが、

|〇 世代間の給付・負担のアンバランス、ニーズの変化に対応したサービスの充実・強化、縦割り型制度、不十

: 分な貧困・困窮者対策、負担の次世代への先送りといつた問題は未解決

:○ 問題解決には、財源問題も含めた社会保障制度の一体的・抜本的な改革が必要
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他方、必要な効率化を併せて実施

○ 安定的な財源の確保
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社会保障‐改革の推進について● (平成22年 12月14日閣議決定)

社会保障改革については、以下に掲げる基本方針に沿つて行うものとする。

1.社会保障改革に係る基本方針

○ 少子高齢化が進む中、国民の安心を実現するためには、「社会保障の機能強化」とそれを支える「財政の健
全化」を同時に達成することが不可欠であり、それが国民生活の安定や雇用・消費の拡大を通じて、経済成
長につながつていく。

○ このための改革の基本的方向については、民主党「税と社会保障の抜本改革調査会中間整理」や、「社会
保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン～」において示されている。

○ 政府・与党においては、それらの内容を尊重し、社会保障の安定・強化のための具体的な制度改革案とそ
の必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成するための税制改

革について一体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、23年半ばまでに成案を得、国民的な
合意を得た上でその実現を図る。

また、優先的に取り組むべき子ども子育て対策・若者支援対策として、子ども手当法案、子ども・子育て新シ
ステム法案 (仮称)及び求職者支援法案 (仮称)の早期提出に向け、検討を急ぐ。

○ 上記改革の実現のためには、立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理解と協力が必要であり、その

ための場として、超党派による常設の会議を設置することも含め、素直に、かつ胸襟を開いて野党各党に社
会保障改革のための協議を提案し、参加を呼び掛ける。

2.社会保障・税に関わる番号制度について

○ 社会保障口税に関わる番号制度については、幅広く国民運動を展開し、国民にとって利便性の高い社会が

実現できるように、国民の理解を得ながら推進することが重要である。

○ このための基本的方向については、社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会「中間整理」にお
いて示されており、今後、来年1月 を目途に基本方針をとりまとめ、さらに国民的な議論を経て、来秋以降、可
能な限り早期に関連法案を国会に提出できるよう取り組むものとする。
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検1討事1項 |(医療|■介1護‐チ|■|ム●‐医療イーフ|べ■|シ■|ン|サ|ブチ|■ム)

○ 診療報酬・介護報酬同時改定の基本となる方針を策定する。

○ 上記の基本となる方針の策定に当たつて、それと整合的な医療及び介護の提供体制の見直し等の改革案を作

成する。その際、以下の課題について、改革の内容、手法等を具体化する。
<政策課題>
口医療・介護施設の機能分化の推進及び地域における連携体制の構築
・…病院・病床機能、介護施設機能、医療・介護計画、療養病床の再編の検討を含む。

・ 急性期医療の強化、重点化及び急性期から慢性期への円滑な移行
日在宅医療・介護の充実、プライマリケアの明確化
・…地域包括ケアの具体像の提示を含む。

・ 在宅を支える高齢者向け住宅保障
ロマンパワーの充実確保 等

○ 予防医療、介護予防の具体化
・ 介護予防に関するエビデンスやノウハウの集積、普及 等

○ 医療・介護の効率化方策の具体化
・ IT化の推進 等

○ 上記改革を踏まえた、医療・介護の費用推計
・ 社会保障国民会議試算を推計の基礎とし、改革内容に応じた修正を適切に行う。
・ 必要な給付費から算定されるニーズと実態のギャップに基づき、必要な基盤整備などの投資的経費の試算を行う。

<サブチームでの検討事項 >
○ 新成長戦略に基づく医療イノベーションの具体化
口日本発の医薬品口医療機器、医療技術の研究開発推進
・ 内閣官房における検討と連携して取り組む。

※ 上記検討に当たっては、医療・介護分野における雇用拡大等、経済成長とのよい循環を生んでいく観点を踏ま

えた内容とすること。
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社会保障審議会医療部会の最近の開催状況について

社会保障審議会医療部会において、今後の医療提供体制のあり方について議

論を行つているところ。現在の議論の状況は下記のとおり。

010月 15日    総論

・ 医療提供体制の総論

011月 11日    医療を支える基盤 (ソフト)

・ 医師等医療人材の確保

・ 情報提供・広告・安全確保

・ 医療法人

012月 2日    医療を支える基盤 (ハード)

・ 医療施設体系

・ 特定機能病院、地域医療支援病院

012月 22日    地域における医療体制

・ 医療計画

・ 救急医療、小児・周産期医療

・ 在宅医療

02月 17日    前回までの議論の整理、在宅医療

※ 次回は3月 9日 開催予定



.独 立行 政 法人福祉 医療機 構 の平成 23年 度事 業 内容 につ いて

独 立行 政 法 人福 祉 医療機 構 (以 下 「機 構 」 とい う。)は 、福 祉 の増進

並 び に医療 の普及及 び 向上 を 目的 と して 、病 院 、診療 所 及 び介護 老人保

健施 設 等 の 医療 関係 施 設 等 に対 して、そ の設 置・整備 又 は経 営 に必 要 な

資 金 を長 期 かつ 低 利 な条 件 で融 資 す る事 業 等 を行 っ て い る とこ ろで あ

る。

平成 23年度 医療 貸 付 事 業 にお い て は、事 業仕 訳 の結 果 を踏 ま え、有

事 対応 ・機 動性 の強化 と して 「新型 イ ンフル エ ンザ な どの発 生 に よる施

設 機 能 のマ ヒに対 す る融 資 条 件 の緩 和 」、社 会 医療 法 人等 の公 益 性 の高

い 医療機 関 に対 す る資 金 需 要 の支援 強化 と して 、「社 会 医療 法 人 に係 る

融 資 率等 の優遇 措 置 」を図 る と ともに、需 要動 向 を踏 ま えた融 資枠 と し、

国 の政 策 推 進 に合 わせ 、「病 院 の機 械 購 入 資金 に係 る融 資 制 度 の新 設 」
「耐震 整 備 に取 り組 む 医療 機 関 に対 す る貸 付 条 件 の緩 和 」「地 球 温暖 化

対 策施 設整備 等 に係 る融 資 率 の 引上 げ及 び償 還 期 間の延 長 」等 の貸付 条

件 等 の設 定等 を行 うこ とと した ので 、管 下 の 医療機 関等 に対す る周 知方

よろ しくお願 い したい。

なお 、機 構 の借 入 申込 み につ いて は、従 来 よ り、整備 を行 う施 設 等 を

所 管す る都 道府 県知 事 か らの証 明書・ 意 見書 の提 出 をお願 い して い る と

ころで あ るが、23年度 にお い て も引 き続 き ご協力 をお願 い したい。

また、機 構 か らの融 資 を予 定 してい る もの につ い て は 、予 め機 構 の融

資相 談 を受 け、適切 な事業計 画 を策 定す るよ うご指 導願 い たい。

(1)事 業計画

区 分 平成 22年度 予算 平 成 23年度 予 定 対前年度 伸 率

貸付 契約額 1,348億 円 1, 623億 円 20. 4%
資 金 交 付 額 1,224億 円 1,369億 円 11.8%

(2)貸 付 条 件 の 緩 和

○ 病 院 の 機 械 購 入 資 金 に係 る融 資 制 度 の 新 設

病 院 を対象 に先進 医療 等 に使 用す る高額 な医療機器 で あって、民 間金融

機 関が融資 しない場合 につ いては、民業補完 の観 点か ら融資の対象 とす る。

<融  資  率 >80%
<貸 付 金 利 > 1.2%(平 成 22年 12月 9日 現在 )

先進 医療 1.5%(平 成 22年 12月 9日 現在 )

<償 還 期 間 > 5年 以 内

先進 医療 10年 以 内

<貸 付 限度 額 >7.2億 円

<担    保 >譲 渡担保
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○ 病 院及 び介護 老 人保健 施 設 の建 物整備 (耐 火構 造 )に 係 る融 資 の

償 還期 間 の延長

病院及び介護老人保健施設の建物整備 (耐火構造)の 償還期間につい

て最長 30年 以内 とする。

<償 還 期 間> 30年 以内

○ 耐震 整備 に取 り組 む 医療機 関 に対す る貸付 条件 の緩和 (21年 度

か らの継続 【24年 3月 末 まで】)

病 院 にお け る耐震 化 整 備 を 円滑 に進 め るた め、融 資 率 の 引 き上 げ を図 る

もの で あ る。 また 、耐震 問題 に よ り、移 転 し、建 替 え る場 合 には、病 院 の

土地購 入 資金 につ いて 乙種 (病 床 充足 地域 )増 改 築 資金 を融 資対 象 とす る。

<融  資 率> 95%(た だし、医療施設耐震化臨時特例交付金の対象

整備については交付金相当額を除く)

<貸 付 限度 額 >実 際事業費 × 95%(た だ し、 乙種 (病 床 充足地域 )

での土地購入資金 については、 30億 円を上限 とす る。

<貸 付 金 利 > 1.5%(平 成 22年 12月 9日 現在 )

(た だし、医療施設耐震化臨時特例交付金の対象整備につ

いては当初 5年 間の利率を 0.5%優遇 )

○ 社 会 医療 法 人 に係 る融 資 率 等 の 優 遇 措 置

社 会 医療 法 人へ の参入 を促 進す るた めに、融資 率 の引 き上 げ等 の優遇

を行 う。 また、社 会 医療法人 が、移転 し、建替 える場合 には、病院 の上

地購入資金 について 乙種増改築資金 (病 床充足地域 )を 融資対象 とす る。

<融  資  率 >90%
<貸 付 限度 額 >乙 種 (病 床 充足地域 )で の土地購入 資金 につ いては、

3億 円を上限 とす る。

○ 新 型 イ ン フル エ ンザ な どの 発 生 に よ る施 設 機 能 の マ ヒに 対 す る

融 資 条 件 の 緩 和

新型 イ ンフル エ ンザ な どの発 生で施設機能 がマ ヒあ るいは休 業す る こ

とに よ り、一時的 に収入 が大幅 に減少 した医療施設等 につ いて、その救

済のための運転資金 の融資 について、貸付利率 を優遇す る。

<貸 付 金 利 > 0.4%(平 成 22年 12月 9日 現在 )
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○ 地 球 温 暖 化 対 策 施 設 整 備 等 に係 る融 資率 の 引上 げ及 び償 還 期 間

の延 長

医療提供体制施設整備交付金 の地球温暖化対策整備事業の対象 となつ

た事業について、融資率を引き上げる。

<融  資  率 >90%

○ 地域 医療 再 生計 画 に基 づ く医療機 関 の整備 に対す る貸 付 条 件 の緩

和 (21年 度 か らの継 続 【26年 3月 末 ま で】)

<融  資  率 > 90%(た だし、地域医療再生臨時特例交付金の対象整

備 については交付金相 当額 を除 く)

<貸 付 金 利 > 1.5%(平 成 22年 12月 9日 現在 )

○ 経営環境変化 に伴 う経営安定化資金の貸付条件の緩和 (20年 度

か らの継続 【24年 3月 末まで】)

○ 出産育児一時金等の制度見直 しに伴う運転資金の貸付条件の緩和

(21年 度からの継続 【24年 3月 末まで】)
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○ 介 護 基 盤 の 緊 急 整 備 に 係 る介 護 老 人 保 健 施 設 の 貸 付 条 件 の 緩 和

(21年 度 か らの 経 続 【24年 3月 末 ま で 】)

<融  資  率 >90%
<貸 付 金 利 > 1.0%(平 成 22年 12月 9日 現在 )

(た だし、当初 5年 間の利率であり、 6年 目からは 1.5%)

○ ア ス ベ ス ト対 策 事 業 に係 る貸 付 条 件 の 緩 和 (20年 度 か らの 継 続 【2

4年 3月 末 ま で 】)

<融  資  率 >病 院、診療所、 (准 )看護 師養成施設等  85%
介護老人保健施設  80%
医療従事者養成施設 、助産所  75%

<貸 付 金 利 >            (平 成 22年 12月 9日 現在 )

病院、診療所 の乙種増 改築資金等  1.6%
介護老人保健施設 の増改築資金等  1.55%
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